
業務棚卸評価シート 1/5

25年度 26年度 27年度 34,624 34,624 36,219 36,219

1 総
陳情、要望、
苦情等への対
応事務

市民の苦情等に
対して適切に対
応するととも
に、市政に反映
する。

市民

定
例
定
型

回答日数・業務
改善報告数

３週間以内 ３週間以内 ３週間以内 315
概ね３週
間以内

目標とした期限までに
事務を行ない、要望や
苦情等に適切に対応し
ている。

Ａ 324

業
務
計
画

あり 不可 未 高 高 高 現状維持
維
持

1
陳情、要望、
苦情等への対
応事務

陳情、要望、苦
情等の回答作成
にかかる関係各
課との連絡調整
等

回答日数 ３週間以内

概ね３週間
以内
（７５５
件）

陳情、要望、苦
情等の回答作成
にかかる関係各
課との連絡調整
等

回答日数 ３週間以内

業
務
計
画

あり
⑥市役所の変
革

年４回

わたしの提
案、市長へ
の手紙の
ホームペー
ジ、イント
ラネットの
掲載回数

25
市民への情報
提供と職員へ
の周知

予
算
な
し

1
陳情、要望、
苦情等への対
応事務

苦情処理要領に
基づいた運用の
実施

報告回数 年４回 年４回
苦情処理要領に
基づいた運用の
実施

報告回数 年４回

業
務
計
画

あり
⑥市役所の変
革

年４回

苦情処理報
告のホーム
ページ、イ
ントラネッ
トへの掲載
回数

25
市民への情報
提供と職員へ
の周知

予
算
な
し

1
陳情、要望、
苦情等への対
応事務

苦情処理に関す
る職員研修

研修日数 年２日 年２日 315
苦情処理に関す
る職員研修

研修日数 年２日 324

業
務
計
画

維
持

1
陳情、要望、
苦情等への対
応事務

広聴活動調査研
究のため県・県
内全市町村によ
る総会と研修会
開催

開催回数 年２回 年２回

広聴活動調査研
究のため県・県
内全市町村によ
る総会と研修会
開催

開催回数 年２回

業
務
計
画

予
算
な
し

1
陳情、要望、
苦情等への対
応事務

庁内印刷による
広聴等に関する
まとめの発刊

発刊回数 年１回 年１回
庁内印刷による
広聴等に関する
まとめの発刊

発刊回数 年１回

業
務
計
画

予
算
な
し

2 総 相談業務事業

市民が抱える
様々な悩みや不
安を解消するた
め、相談内容に
応じた相談員が
対応します。

市民

定
例
定
型

各種市民相談件
数

3,000件 3,000件 3,000件 15,209 2,239件

相談窓口の周知を図っ
た上で相談件数が減少
しており、相談に適切
に対応していることか
ら事業の目的は達成し
ている。

Ａ 16,339

業
務
計
画

なし 可
寒川町との相
談窓口広域連
携

未 高 高 高 現状維持
維
持

2 相談業務事業

国・県・市など
の行政運営等に
対する市民から
の苦情等の相談

開設日数 年２４回
年２１回
（１２件）

40

国・県・市など
の行政運営等に
対する市民から
の苦情等の相談

開設日数 月２日 40

業
務
計
画

維
持

2 相談業務事業

専門相談員によ
る税金・年金・
交通事故等の相
談（国県市合同
相談）

開設日数 年１日
年１日
（９件）

専門相談員によ
る税金・年金・
交通事故等の相
談（国県市合同
相談）

業
務
計
画

2 相談業務事業

行政相談週間に
おける、国・
県・市などの苦
情等の行政特設
相談

開設日数 年１日
年１日
（０件）

行政相談週間に
おける、国・
県・市などの苦
情等の行政特設
相談

業
務
計
画

2 相談業務事業

電話や窓口等に
おける市民生活
や行政運営に関
する相談

開設日数 週５日
週５日
（７５６
件）

7,356

電話や窓口等に
おける市民生活
や行政運営に関
する相談

開設日数 週５日 8,679

業
務
計
画

維
持

2 相談業務事業

市長による、市
民からの苦情や
相談等の受付
（市長の一日相
談）

開設日数 年１１日
年７日
（９件）

市長による、市
民からの苦情や
相談等の受付
（市長の一日相
談）

開設日数 年１１日

業
務
計
画

予
算
な
し

2 相談業務事業
弁護士による相
談

弁護士数 年１２８人
年１２８人
（９８９
件）

4,224
弁護士による相
談

弁護士数 週２日 4,224

業
務
計
画

維
持

2 相談業務事業
税理士による相
談

開設日数 年２４日
年２３日
（１１０
件）

230
税理士による相
談

開設日数 月２日 240

業
務
計
画

維
持

2 相談業務事業
司法書士による
相談

開設日数 年１２日
年１１日
（３９件）

77
司法書士による
相談

開設日数 月１日 84

業
務
計
画

維
持

2 相談業務事業
行政書士による
相談

開設日数 年１２日
年１０日
（６件）

35
行政書士による
相談

開設日数 月１日 42

業
務
計
画

維
持

2 相談業務事業
公証人による相
談

開設日数 年１２日
年８日
（２３件）

公証人による相
談

開設日数 月１日

業
務
計
画

予
算
な
し

2 相談業務事業 市民安全相談 開設日数 週４日
週４日
（１５件）

3,247 市民安全相談 開設日数 週４日 3,030

業
務
計
画

維
持

2 相談業務事業
不動産鑑定士・
宅地建物取引主
任者による相談

開設日数 年２４日
年２０日
（５４件）

不動産鑑定士・
宅地建物取引主
任者による相談

開設日数 月２日

業
務
計
画

予
算
な
し

実績

予
算
の
方
向
性

活動量・サービス量

実績値

活動

活動指標の
名称

市民相談課

事後評価

事業の指
標の達成
状況

事務事業の目的に対
する成果の状況

25年度
の取組
に対す
る分析

平成２５年度評価

課かい名

目標値

事務事業の
目的・成果
(第2次実施計画)

市民相談課

市民の悩みや不安を解消する

基礎情報

事務事業

施策目標

事務事業名
(第2次実施計画)

指標・目標

活動ごとの
決算額

決算内訳（千円）

事
業
№

総
括
フ
ラ
グ

対
象
（

顧
客
）

事
業
の
性
質
区
分

当該事務事
業全体の
決算額
（合計）活動

名称

目標値
(第2次実施計画) ②

ニ
ー

ズ

①
目
的
達
成

必要性

③
成
果

活動ごとの
予算額

事業の
方向性

業
務
計
画

予算内訳（千円）

④
継
続
性

改善
時期
(年度)

当該事務事
業全体の
予算額
（合計）

平成２６年度計画

活動

活動指標の
名称

目標値
活動

活動量・サービス量

広域連携に関する取組

広域
連携
の
実施

広域連携の
具体的な内

容

今後の事業展開

経営改善
方針での
位置付け
等

経営改善によ
る

取り組みの
方向性

目標
(数値目標等)

目標の定
義

経営改善方針の重点事項に係る取組

具体的な
改善内容
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25年度 26年度 27年度 34,624 34,624 36,219 36,219

実績

予
算
の
方
向
性

活動量・サービス量

実績値

活動

活動指標の
名称

市民相談課

事後評価

事業の指
標の達成
状況

事務事業の目的に対
する成果の状況

25年度
の取組
に対す
る分析

平成２５年度評価

課かい名

目標値

事務事業の
目的・成果
(第2次実施計画)

市民相談課

市民の悩みや不安を解消する

基礎情報

事務事業

施策目標

事務事業名
(第2次実施計画)

指標・目標

活動ごとの
決算額

決算内訳（千円）

事
業
№

総
括
フ
ラ
グ

対
象
（

顧
客
）

事
業
の
性
質
区
分

当該事務事
業全体の
決算額
（合計）活動

名称

目標値
(第2次実施計画) ②

ニ
ー

ズ

①
目
的
達
成

必要性

③
成
果

活動ごとの
予算額

事業の
方向性

業
務
計
画

予算内訳（千円）

④
継
続
性

改善
時期
(年度)

当該事務事
業全体の
予算額
（合計）

平成２６年度計画

活動

活動指標の
名称

目標値
活動

活動量・サービス量

広域連携に関する取組

広域
連携
の
実施

広域連携の
具体的な内

容

今後の事業展開

経営改善
方針での
位置付け
等

経営改善によ
る

取り組みの
方向性

目標
(数値目標等)

目標の定
義

経営改善方針の重点事項に係る取組

具体的な
改善内容

2 相談業務事業
マンション管理
士による相談

開設日数 年１２日
年５日
（５件）

マンション管理
士による相談

開設日数 月１日

業
務
計
画

予
算
な
し

2 相談業務事業 交通事故相談 開設日数 週４日
週４日
（４５件）

交通事故相談 開設日数 週４日

業
務
計
画

予
算
な
し

2 相談業務事業
民事調停手続き
相談

開設日数 週２日
週２日
（６２件）

民事調停手続き
相談

開設日数 週２日

業
務
計
画

予
算
な
し

2 相談業務事業 防犯相談 開設日数 週４日
週４日
（０件）

防犯相談 開設日数 週４日

業
務
計
画

予
算
な
し

3 総
犯罪被害者支
援事業

犯罪被害者の
様々な問題につ
いて相談に応
じ、必要な情報
を提供します。

市民

定
例
定
型

相談窓口開設日
数

２４回 ２４回 ２４回 130 ２４回
相談窓口を開設し、相
談に適切に対応してい
る。

Ａ 150

業
務
計
画

なし 不可 未 高 高 高 現状維持
維
持

3
犯罪被害者相
談業務

被害者支援自助
グループ「ピア
神奈川」による
犯罪被害者支援

相談窓口開設
日数

年２４回
年２４回
（４０件）

130

被害者支援自助
グループ「ピア
神奈川」による
犯罪被害者支援

相談窓口開設
日数

月２日 150

業
務
計
画

維
持

4 総
多重債務法律
相談事業

多重債務者の生
活再建を目指し
て弁護士等の専
門家が適切な助
言や指導を行い
ます。

茅ヶ崎
市・寒
川町在
住在勤
者

定
例
定
型

多重債務相談開
設日数

４８回 ４８回 ４８回 95 １９回

相談者の減少により窓
口開設数も減少してい
るが、相談に適切に対
応している。予約がな
い時は窓口を開設して
いません。

Ａ 180

業
務
計
画

なし 済
寒川町との相
談窓口広域連
携

未 高 高 高 現状維持
維
持

4
多重債務法律
相談事業

弁護士、司法書
士による多重債
務法律相談

多重債務法律
相談開設回数

４８回
１９回
（３６件）

95
弁護士、司法書
士による多重債
務法律相談

多重債務法律
相談開設回数

月３日 180

業
務
計
画

維
持

5 総
人権擁護活動
事業

人権に関する相
談に応じるとと
もに、人権作
文・人権ポス
ターコンテスト
やイベント等で
人権啓発活動を
行います。

市民

定
例
定
型

人権相談件数 年３５回 年３５回 年３５回 781 年３４回
相談窓口を開設し、相
談に適切に対応してい
る。

Ａ 831

業
務
計
画

なし 不可 未 高 高 高 現状維持
維
持

5
人権擁護活動
事業

茅ヶ崎市人権擁
護委員会の開催

市の総会・定
例会・研修会
の開催数

年１０回 年１０回
茅ヶ崎市人権擁
護委員会の開催

市の総会・定
例会・研修会
の開催数

年１０回

業
務
計
画

予
算
な
し

5
人権擁護活動
事業

人権作文・人権
ポスターの募
集、人権の花運
動等における啓
発活動

啓発事業 年４事業 年４事業 781

人権作文、人権
ポスター、人権
の花運動、なん
でも夜市・街頭
啓発における啓
発活動

啓発事業 年４事業 831

業
務
計
画

維
持

5
人権擁護活動
事業

市民の人権に関
する例月相談

開設回数 年３５回
年３４回
（１９件）

市民の人権に関
する例月相談

開設回数 月３日

業
務
計
画

予
算
な
し

5
人権擁護活動
事業

市民の人権に関
する特設相談及
び国県市合同相
談

開設回数 年２回

年１回
（特設相談
は実施日が
祝日のため
開催なし）

市民の人権に関
する特設相談

開設回数 年１回

業
務
計
画

予
算
な
し

5
人権擁護活動
事業

市内の小学生を
対象に人権教室
を開催

実施校数 ５校 ５校
市内の小学生を
対象に人権教室
を開催

実施校数 ５校

業
務
計
画

予
算
な
し

6 総
建築紛争調整
実施事業

中高層建築物の
建築に関してト
ラブルが発生し
た場合に住民と
事業主の相談や
調停、斡旋を行
い、問題の解決
を図ります。

市民

定
例
定
型

建築紛争相談開
設数

年９５日 年９５日 年９５日 1,632 年８７日
相談窓口を開設し、相
談に適切に対応してい
る。

Ａ 1,700 なし 不可 未 中 高 高 現状維持
維
持

6
建築紛争調整
実施事業

調停委員会の開
催

開催回数 随時 開催なし 0
調停委員会の開
催

開催回数 随時 65
維
持

6
建築紛争調整
実施事業

建築紛争相談の
開催

開設日数 年９４日
年８７日
（１０件）

1,632
建築紛争相談の
開催

開設日数 週２日 1,635
維
持

7 総
消費生活相談
事業

消費者に適切な
助言を行い、商
品やサービス等
の情報や知識を
提供する。

茅ヶ崎
市・寒
川町在
住在勤
在学者

定
例
定
型

消費生活相談件
数

1,500件 1,500件 1,500件 9,717 1,678件

社会保険事務所などを
名乗る還付金詐欺、ワ
ンクリック詐欺等の契
約トラブルに高齢者が
巻き込まれる案件が増
加したが、相談窓口を
開設し適切に対応して
いる。

Ａ 10,328

業
務
計
画

あり 済
寒川町との相
談窓口広域連
携

未 高 高 高 現状維持
維
持
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25年度 26年度 27年度 34,624 34,624 36,219 36,219

実績

予
算
の
方
向
性

活動量・サービス量

実績値

活動

活動指標の
名称

市民相談課

事後評価

事業の指
標の達成
状況

事務事業の目的に対
する成果の状況

25年度
の取組
に対す
る分析

平成２５年度評価

課かい名

目標値

事務事業の
目的・成果
(第2次実施計画)

市民相談課

市民の悩みや不安を解消する

基礎情報

事務事業

施策目標

事務事業名
(第2次実施計画)

指標・目標

活動ごとの
決算額

決算内訳（千円）

事
業
№

総
括
フ
ラ
グ

対
象
（

顧
客
）

事
業
の
性
質
区
分

当該事務事
業全体の
決算額
（合計）活動

名称

目標値
(第2次実施計画) ②

ニ
ー

ズ

①
目
的
達
成

必要性

③
成
果

活動ごとの
予算額

事業の
方向性

業
務
計
画

予算内訳（千円）

④
継
続
性

改善
時期
(年度)

当該事務事
業全体の
予算額
（合計）

平成２６年度計画

活動

活動指標の
名称

目標値
活動

活動量・サービス量

広域連携に関する取組

広域
連携
の
実施

広域連携の
具体的な内

容

今後の事業展開

経営改善
方針での
位置付け
等

経営改善によ
る

取り組みの
方向性

目標
(数値目標等)

目標の定
義

経営改善方針の重点事項に係る取組

具体的な
改善内容

7
消費生活相談
事業

消費生活相談員
による消費生活
相談への助言及
び情報提供を行
う。

消費生活相談
開設回数

年２４４回
年２４４回
(1,678件)

9,057

消費生活相談員
による消費生活
相談への助言及
び情報提供を行
う。

消費生活相談
開設回数

年２４４回 9,368

業
務
計
画

あり
⑥市役所の変
革

４回
市民に周知
する広報回
数/年

25

寒川町との消
費生活相談窓
口の相互利用
についてホー
ムページ等で
周知を図る。

維
持

7
消費生活相談
事業

消費生活相談に
対する弁護士の
相談を開設す
る。

開設回数 年１２回
年１２回
(２９件)

360

消費生活相談に
対する弁護士の
相談を開設す
る。

開設回数 年１２回 360

業
務
計
画

維
持

7
消費生活相談
事業

将来の生活設計
や多重債務の未
然防止のための
家計あんしん相
談を行う。

開設回数 年１２回
年１２回
(２６件)

300

将来の生活設計
や多重債務の未
然防止のための
家計あんしん相
談を行う。

開設回数 年２４回 600

業
務
計
画

維
持

7
消費生活相談
事業

県及び県内全市
町村による消費
生活担当者会議
へ参加する。

会議参加数 年１２回 年１２回

県及び県内全市
町村による消費
生活担当者会議
へ参加する。

会議参加数 年１２回

業
務
計
画

予
算
な
し

7
消費生活相談
事業

３市１町での消
費生活行政に関
する連絡、調整
及び協議を行
う。

協議等参加数 年４回 年３回

３市１町での消
費生活行政に関
する連絡、調整
及び協議を行
う。

協議等参加数 年４回

業
務
計
画

予
算
な
し

8 総
多重債務相談
事業

多重債務者の早
期発見と生活再
建に向けた専門
機関への紹介を
行う。

茅ヶ崎
市・寒
川町在
住在勤
在学者

定
例
定
型

多重債務庁内連
絡会開催回数

年2回 年2回 年2回 年１回

多重債務者が減少傾向
にあるため連絡会は年
１回の開催としたが、
関係各課との連携・情
報交換等は随時行って
おり、相談には適切に
対応している。

Ａ
業
務
計
画

なし 済
寒川町との相
談窓口広域連
携

未 高 高 高 現状維持

予
算
な
し

8
多重債務相談
事業

多重債務の法律
的解決を図るた
め、生活再建の
相談を行う。

開設回数 年２４４日
年２４４日
(６１件)

多重債務の法律
的解決を図るた
め、生活再建の
相談を行う。

開設回数 年２４４日

業
務
計
画

予
算
な
し

8
多重債務相談
事業

早期発見・解決
のため庁内関係
課との連携構
築・情報共有を
行う。

庁内会議開催
回数

年１回 年１回

早期発見・解決
のため庁内関係
課との連携構
築・情報共有を
行う。

庁内会議開催
回数

年２回

業
務
計
画

予
算
な
し

9 総
消費者啓発事
業

消費者被害の未
然防止のため情
報提供や知識の
普及を図る。

市民

定
例
定
型

啓発キャンペー
ン

年2回 年2回 年2回 6,728 年2回

消費者月間や敬老大会
で街頭キャンペーンを
実施、ふれあいまつ
り、夜市に参加し啓発
を行うと共に消費生活
展等でも様々な講座を
開催した。ＨＰ、広報
紙でもＰＲを行った。

Ａ 6,349

業
務
計
画

なし 不可 未 高 高 高 現状維持
維
持

9
消費者啓発事
業

消費生活展及び
消費生活通信講
座を開催する。

講座開催回数 年４回 年４回 379
消費生活展及び
消費生活通信講
座を開催する。

講座開催回数 年４回 378

業
務
計
画

維
持

9
消費者啓発事
業

消費生活に関す
る情報を様々な
媒体で提供・啓
発を行う。

消費者月間で
の啓発活動

年１回 年１回 780

消費生活に関す
る情報を様々な
媒体で提供・啓
発を行う。

消費者月間で
の啓発活動

年１回 130

業
務
計
画

維
持

9
消費者啓発事
業

消費生活に関す
る情報を様々な
媒体で提供・啓
発を行う。

敬老大会での
高齢者被害防
止のための啓
発活動

年１回 年１回 295

消費生活に関す
る情報を様々な
媒体で提供・啓
発を行う。

敬老大会での
高齢者被害防
止のための啓
発活動

年１回 337

業
務
計
画

維
持

9
消費者啓発事
業

消費生活に関す
る情報を様々な
媒体で提供・啓
発を行う。

なんでも夜市
での啓発活動

年１回 年１回 68

消費生活に関す
る情報を様々な
媒体で提供・啓
発を行う。

なんでも夜市
での啓発活動

年１回 94

業
務
計
画

維
持

9
消費者啓発事
業

消費生活に関す
る情報を様々な
媒体で提供・啓
発を行う。

市民ふれあい
まつりでの啓
発活動

年１回 年２回 95

消費生活に関す
る情報を様々な
媒体で提供・啓
発を行う。

市民ふれあい
まつりでの啓
発活動

年１回 143

業
務
計
画

維
持

9
消費者啓発事
業

啓発パネルを作
成し展示する。

パネル作成数 ２枚 ２枚 0
啓発パネルを作
成し展示する。

パネル作成数 ２枚 24

業
務
計
画

維
持

9
消費者啓発事
業

消費者被害未然
防止の情報提供
と啓発を行う。

レディオ湘南
での啓発回数

年１２回 年１２回
消費者被害未然
防止の情報提供
と啓発を行う。

レディオ湘南
での啓発回数

年１２回

業
務
計
画

予
算
な
し

70X
消費者啓発事
業

省資源、省エネ
ルギーに関する
情報提供と啓発
を行う。

ホームページ
掲載回数

年２回 年２回

9
消費者啓発事
業

消費生活に関す
る知識の普及の
ための暮らしの
講座等を開催す
る。

暮らしの講座
開催回数

年４回 年４回 117

消費生活に関す
る知識の普及の
ための暮らしの
講座等を開催す
る。

暮らしの講座
開催回数

年４回 119

業
務
計
画

維
持
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フ
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成
果

活動ごとの
予算額

事業の
方向性
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務
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義

経営改善方針の重点事項に係る取組

具体的な
改善内容

9
消費者啓発事
業

振り込め詐欺や
悪質商法等の消
費者被害未然防
止の啓発を行
う。

消費生活相談
員等や市民安
全相談員の派
遣回数

年８回 年１３回 3,097

振り込め詐欺や
悪質商法等の消
費者被害未然防
止の啓発を行
う。

消費生活相談
員等や市民安
全相談員の派
遣回数

年８回 3,526

業
務
計
画

維
持

9
消費者啓発事
業

生活設計に関す
る講座等を開催
する。

講座開催回数 年１回 年１回 80
生活設計に関す
る講座等を開催
する。

講座開催回数 年１回 60

業
務
計
画

維
持

9
消費者啓発事
業

食の安全に関す
る情報収集及び
啓発を行う。

食品の放射能
測定の開設日
数

年２４４日
年２４４日
(２１０件)

1,777
食の安全に関す
る情報収集及び
啓発を行う。

食品の放射能
測定の開設日
数

年２４４日 1,498

業
務
計
画

維
持

9
消費者啓発事
業

食の安全に関す
る情報収集及び
啓発を行う。

ホームページ
等での測定結
果公表

更新回数月
４回

更新回数月
４回

食の安全に関す
る情報収集及び
啓発を行う。

ホームページ
等での測定結
果公表

更新回数月
４回

業
務
計
画

予
算
な
し

9
消費者啓発事
業

茅ヶ崎地区食品
衛生協会への助
成を行う。

助成回数 年１回 年１回 40
茅ヶ崎地区食品
衛生協会への助
成を行う。

助成回数 年１回 40

業
務
計
画

維
持

10 総
不用品登録制
度

再利用可能な生
活用品の情報を
提供し資源の有
効活用とごみの
減量化を推進す
る。

市民

定
例
定
型

成立件数 280件 280件 280件 160件

HPや広報紙、環境フェ
ア等で啓発には努めて
いるが、リサイクル
ショップやネットオー
クション等による社会
環境の変化で登録・成
立件数は減少してい
る。成立率は32.9％と
前年度に比較し3.7％上
がっている。

Ｂ なし 不可 未 中 高 中 現状維持

予
算
な
し

10
不用品登録制
度

広報紙・ホーム
ページに不用品
情報を掲載す
る。

広報紙及び
ホームページ
掲載回数

月１回及び
月４回

月１回及び
月４回(登
録４８６
件)

広報紙・ホーム
ページに不用品
情報を掲載す
る。

広報紙及び
ホームページ
掲載回数

月１回及び
月４回

予
算
な
し

11 総
消費者団体育
成事業

消費者団体の育
成を行い消費生
活の安定と向上
をめざす。

市民

定
例
定
型

消費者団体連絡
会開催回数

年6回 年6回 年6回 2 年6回

消費者団体の育成と消
費生活の安定と向上を
目指し、施設見学会や
商店会等との懇談会等
を行った。街頭キャン
ペーンも実施した。

Ａ 3 なし 不可 未 高 高 高 現状維持
維
持

11
消費者団体育
成事業

団体相互の連絡
調整及び資料、
情報等の交換を
行う。

交流会開催回
数

年２回 年２回 2

団体相互の連絡
調整及び資料、
情報等の交換を
行う。

交流会開催回
数

年２回 3
維
持

11
消費者団体育
成事業

定例会資料作成
等の協力及び会
場やバスの提供
を行う。

施設見学開催
数

年１回 年１回

定例会資料作成
等の協力及び会
場やバスの提供
を行う。

施設見学開催
数

年１回

予
算
な
し

12 総
立入検査の実
施及び報告事
業

製品の安全性を
確保し消費者の
生命及び身体に
対する危害発生
の防止を図る。

市内事
業者

定
例
定
型

検査品目数 130品目 130品目 130品目 106品目

指定品目の調査を行っ
たが、実施の時期によ
り季節商品や市内の店
舗では販売されていな
い品目は調査が出来な
いので、目標値の到達
が出来ない事もある。

Ａ なし 不可 未 高 高 高 現状維持

予
算
な
し

12
立入検査の実
施及び報告事
業

家庭用品品質表
示法による立入
検査、改善指導
及び報告を行
う。

検査品目数 ９０品目 ９０品目

家庭用品品質表
示法による立入
検査、改善指導
及び報告を行
う。

検査品目数 ９０品目

予
算
な
し

12
立入検査の実
施及び報告事
業

消費生活用製品
安全法による立
入検査、改善指
導及び報告を行
う。

検査品目数 １０品目 ７品目

消費生活用製品
安全法による立
入検査、改善指
導及び報告を行
う。

検査品目数 ９品目

予
算
な
し

12
立入検査の実
施及び報告事
業

製品安全法三法
による立入検
査、改善指導及
び報告を行う。

検査品目数 ３０品目 ９品目

電気用品安全法、ガス
事業法、液化石油ガス
の保安の確保及び取引
の適正化に関する法律
による立入検査、改善
指導及び報告を行う。

検査品目数 ２９品目

予
算
な
し

888 総
災害応急対策
活動

地震・津波等に
伴う諸現象によ
る同時多発災害
が発生した場合
に、被害を軽減
し迅速的確に災
害応急活動を行
う。

市民

定
例
定
型

なし

予
算
な
し

888
災害応急対策
活動

部の災害応急対
策活動マニュア
ルの課（斑）の
活動内容の検証
を行う。

マニュアルの
検証及び見直
し

随時 ５月
応急対策活動マ
ニュアルの充実

マニュアルの
見直し

２６年５月

予
算
な
し

888
災害応急対策
活動

臨時災害相談室
を開設する。

臨時災害相談
室の開設

随時 随時
応急対策業務の
実施手順の検証

行動手順書の
見直し

２６年５月

予
算
な
し

888
災害応急対策
活動

防災安全部の災
害等の応急対策
に必要な職員の
配備

防災安全部の
災害等の応急
対策に必要な
職員の配備

８名 ８名
所属職員の応急
対策業務の実施
手順の習熟

所属内での訓
練・研修実施

２回

予
算
な
し
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務
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888 総 庁内共通事務

庁内共通事務を
取りまとめや庁
内外の照会回答
を行う。

市民・
職員

定
例
定
型

15 15 15 15 なし
維
持


